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テレワークの定義と現状

テレワーカーとは

ＩＴを活用して、場所と時間を自由に使った柔軟な
働き方を週８時間以上する人

雇用型 自営型 合計
雇用者に占
める割合

自営業者に
占める割合

全体

週８時間
以上

５０６万人 １６８万人 ６７４万人 9.20% 16.50% 10.40%

週８時間
未満

１４６６万人 ３８１万人 １８４７万人 26.80% 37.50% 28.50%

合　　計 １９７２万人 ５４９万人 ２５２１万人 36.00% 54.00% 38.90%

テレワーク人口 テレワーカー比率

２００５年

国土交通省による２００５年時点のテレワーク人口推計結果

２００５年時点で、
就業人口の１割が

テレワーカー

テレワークテレワーク

出張先
自宅週８時間以上

２つの型に分類

仕事をする場所は、
「自宅」に限らない 週８時間以上
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家に帰ってから仕事ができる

出張先から直帰できる

会社に通勤しなくていい

育児中でも仕事ができる

都心まで通わなくていい

CO2削減

家族との時間 固定経費の削減

出張が減る

交通費の削減 人材の確保

社員の心の健康維持

労働力の維持

生活の向上

地域活性化

少子化対策

再チャレンジ

子育て 収入アップ

健康維持
自分の時間

仕事の継続 企業イメージの向上

個人 企業

社会

テレワークが普及すると・・・
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テレワーク普及を底上げし、テレワーカー人口比率倍増を図り、2010年

のテレワーカー比率２割の実現を目指すべく、テレワーク人口倍増
アクションプランをＰＤＣＡサイクルの下、着実に実施していく。

今後20-30年

労働力不足
社会対策として、

国が本気で取り組む

テレワーク人口倍増に向けた工程表
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テレワーク普及推進の動き

2006
(H18)

2007
(H19)

2008
(H20)

2009
(H21)

・第１６５回国会における安倍内閣総理大臣所信表明演説

・松下電器産業
約３万人を対象に在宅勤務制度を導入

・内閣府テレワーク人口倍増アクションプラン発表

・総務省テレワークの利用対象者を2000人に拡大

・テレワーク試行・体験プロジェクト

総務省 経産省国交省厚労省

・地域テレワーク拠点整備検討委員会

2010 テレワーカー比率２割

・先進的テレワークシステムモデル実験

・テレワーク地域セミナー(全国6箇所)

・テレワーク国際シンポジウム

・テレワークセンター実証実験

・サントリー
全職種に在宅勤務制度・週１日

・松下電器産業
雇用延長者にも在宅勤務

・ソニー
子育て・介護でテレワーク導入

・日本HP
職種を制限しないテレワーク制度を導入

・帝人
グループ５００人対象にテレワーク導入

NEC ホワイトカラー2万人対
象に在宅勤務

・総務省
テレワーク試行・体験プロジェクト
各種シンポジウム
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「テレワーク」推進の課題

ワークライフバランスのための「テレワーク」の推進

女性の子育てと仕事の両立支援を目的に、福利厚生的要素で企業がテレ
ワークを導入する傾向が見られる。育児休暇や短時間勤務と同様に、「制度
はあるが、利用しにくい」状況にならないよう配慮が必要である。誰もが利用
できる、男性も含めたワークライフバランスの視点からの導入が望まれる。

企業の生産性を向上させる「テレワーク」の推進

一般的に、稼働しているプロジェクトにおいて、一部担当者がテレワークで作
業をすると、プロジェクト全体の効率が下がるケースが多い。
人材活用メリットだけでなく、「テレワーク導入」により、企業の生産性向上に
つながる導入メリットを提示する必要がある。

働く地域を限定しない「テレワーク」の推進

現在の政府定義によれば、週4日通勤する者も「テレワーカー」となる。テレ
ワーカーの数が増えても、「週○回は出勤が必要」等の条件があると、遠隔
地域に居住して仕事をすることができない。
「都市集中の緩和」「地域の活性化」を実現するためには、働く地域を限定し
ない体制作りも目指す必要がある。
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テレワークの導入事例として・・・ネットオフィス

テレワーク人口倍増アクションプラン P5

ネットオフィス

※ネットオフィス：ネットワーク上で運営するバーチャルな部門または会社
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ネットオフィスとは

ネットワーク上で運営する、バーチャルな「オフィス」（仕事場）

通常の会社と同等の業務環境を実現し、同等レベルの業務を可能にする

ネットオフィスで働くワーカーは、場所に縛られずにチーム業務に参加できる

テレワーカーがメインワーカーとして働ける新しいテレワーク形態

新しい形のテレワーク形態

場所に縛られない
テレワーク

生産性を向上させる
テレワーク

職種を限定しない
テレワーク



8

分割可能な単純業務しか
できない。また、本来業務
外の作業(取りまとめなど)
が発生する

分割可能な単純業務しか
できない。また、本来業務
外の作業(取りまとめなど)
が発生する

通常の会社と同様に、
高度な業務・大量業務が
可能。本来業務外の作業
が発生しない

通常の会社と同様に、
高度な業務・大量業務が
可能。本来業務外の作業
が発生しない

従来型テレワーク

ネットオフィス型テレワーク

テレワーカー

テレワーカー

管理者

テレワーカー

テレワーカー

SOHOエージェント

ネットオフィス

従来型とネットオフィス型テレワークの比較 (自営型テレワーク)
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ネットオフィス型テレワークに適した人材

会社

管理

会社組織に属し、協力しあうことで、
能力を発揮できるワーカー（労働力）が、
多く埋もれてしまっている

独立性が高く、自分でこなせるタイプ
のワーカーはネットオフィス型には
適さない傾向がある

人口減少
労働力不足
地域格差
少子化
高齢化

に対する
ソリューション

在宅社員

休業中社員

中途退社

定年退職

独立 起業

フリー

日本の社会構造に適したテレワーク
（ネットオフィス型）を推進することで、
日本が抱える、さまざまな社会問題
に対するソリューションとなり得るネットオフィス型に適している人材

テレワークで
仕事をする
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ワイズスタッフのご紹介

1998年創立以来、 「ネットオフィス」を推進・実践しています
日本全国のみならず海外にも在住するテレワーカーが、一般的な企
業と同様に案件ごとにプロジェクトチームを組み、業務を確実に遂行。
ホームページ制作・ネットリサーチ・執筆など、プロフェッショナルな業
務から、短期間の大量業務まで、テレワークマネジメントのもと「ネット
オフィス」を実践しています。

北見オフィス

奈良オフィス

ネットオフィス

テレワーカーがメインワーカーです
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ワイズスタッフ会社概要

商号 株式会社 ワイズスタッフ（通称 Y’s STAFF）

設立 平成10年10月1日

拠点

北見オフィス 北海道北見市高栄西町4丁目7番13号

奈良オフィス 奈良県生駒市東松ヶ丘2番1号

構成

役員 2名 従業員 9名(北見5 奈良3 遠隔1)

テレワークスタッフ 約１４０名 (海外含む)

売上推移 主要取引先 (順不同)
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ホームページ制作・運営
メールマガジン制作

ネットプロモーション
ブログ運営

編集・執筆

ネットリサーチ

ワイズスタッフの主な業務内容

一般的なIT関連企業と、同じ業務を行っています

切り分け可能な業務だけではありません！
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IT関連企業に限らず、

一般企業も
テレワークを検討

「雇用型テレワーク」の目的と課題

テレワークを導入している企業

松下電器産業

日産自動車

日本ＩＢＭ

ＮＥＣ

サントリー など

テレワーク導入準備中の企業

システム販売会社

自動車部品メーカー

薬品会社

電力会社 など

社員の福利厚生

人材確保

業務の効率向上

時間管理

業務評価

社員間の不公平感

チームとしての業務効率

目的

課題
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チーム業務におけるテレワーク比率の考察

会社

テレワーク

週1日

会社

週2日

週2日

週2日

週2日

週2日

テレワーク

1名×週1日

5名×週5日

5名×週2日

5名×週5日

=

=

チーム全体におけるテレワーク比率

25

1

25

10

４０%

４％

１人のみ週１日

全員が週2日

全員が週2回テレワークの場合

1人のみ週1回テレワークの場合

チーム業務全体における、
テレワーク比率

チーム業務全体における、
テレワーク比率

テレワーク

テレワークに適しているとされる仕事
(資料作成など)が全体の40％を占め
る業務はほとんどなく、結果として、
効率低下、または、テレワークできない
という状態になることが予測される



15

テレワークでも
可能なほど

社内業務をＩＴ化する

「テレワークでは仕事が限られる」

生産性向上

・フリーアドレス
・ペーパーレス
・ネットワーク化
・・・・

・有能な人材の確保
・人材流出の防止
・オフィス経費の軽減
・社内全業務の効率化

発想の転換

＝ ネットオフィス化
(ブロードバンドオフィス)

・資料作成
・翻訳
・データ分析

・災害時の危機管理
・人材の有効配置
・社員のメンタルヘルス対策

さらに・・・

テレワーク導入による「企業の生産性向上」は、業務のIT化から
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現在、オフィスで行われている、できる限りの環境、機能を、１つずつ、
ネット上で実現していくことが重要・・・

テレワークを実現するための「社内のＩＴ化」とは？

リアルタイム
コミュニケーションスケジュールボード

伝言メモ
ワークフロー

ＴＶ会議システム

メッセンジャー (Skype等)
ＩＰ電話

セキュリティのあるネットワーク基盤

情報共有

キャビネット
業務資料
回覧資料

社員管理

タイムカード
時間管理
業務評価

チーム業務の
コミュニケーション

報告
連絡相談

議論

指示

チーム業務を円滑に
進めるためのオフィス環境

チーム業務を円滑に
進めるためのオフィス環境

通常連絡

ほう（報告）

れん（連絡）

そう（相談）

ほう（報告）

れん（連絡）

そう（相談）

サイボウズ office7

決済
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従来型とネットオフィス型テレワークの比較 (雇用型テレワーク)

テレワーク

自宅

従来型テレワーク

テレワーク

テレワーク

出張

テレワーク

ネットオフィス型テレワーク

出張
自宅

業務を切り分けてテレワーク

テレワーク可能なほど業務をＩＴ化

※接客・対面業務などは除きます

自宅でも、出張先でも、事務所でも、
どこにいても通常業務ができるので、
テレワークでも生産性が低下しない

通常業務は事務所でしかできないので、
持ち帰りやすい業務のみテレワーク
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企業企業

通常の部門

常勤社員

部分的テレワーク社員

一時的テレワーク社員

アルバイト

ネット中心の部門

常勤社員

テレワーク社員

契約テレワークスタッフ

個人テレワーカー個人テレワーカー

個人

グループ

コラボレーション

契約テレワークスタッフ

ワイズスタッフ

常勤社員

テレワーク社員

週1日は自宅など

育児休暇中など

遠隔勤務

個人の集合

グループの協働

※1

※2

※3

ワイズスタッフでは
※1 ローカルオフィスの社員
※2 1名トライアル中
※3 ネットメンバー

独立型ネットオフィス独立型ネットオフィス

企業内ネットオフィス企業内ネットオフィス

遠隔勤務

●「ネットオフィス」に対するテレワーカーからの視点
場所や時間にとらわれず働きたいが、業務の限界がある。
安定した仕事や収入を得るための、新しい働き方の選択肢

●「ネットオフィス」に対する企業からの視点
企業の(人材採用における)柔軟性や、生産
性を高めるための、経営戦略上の選択肢

＃地域の枠を超えた有能な人材の確保
＃規模と共に肥大化する固定費の削減
＃大量業務を短期間にこなす業務形態の実現など

業務量に応じて柔軟に採用

自
営
型
テ
レ
ワ
ー
ク

雇
用
型
テ
レ
ワ
ー
ク

ネットオフィスの位置づけと、目指す方向
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信用力

・情報セキュリティ体制
・安定した業務体制
・安心できる管理体制

個人能力

・個人の業務能力
・個人の責任意識
・自己管理能力

組織力

・組織としての総合力
・組織としての管理能力
・組織としての団結力

テレワークの価値や魅力を高めるための「力」を、
バランスよく高めていく必要がある

テレワーク力テレワーク力

「テレワーク力」の強化
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教育 仕事

管理

労働力

管
理
体
制

仕事

ネットで働ける会社

専門学校

大学

企業

テレワークは、「支援が必要な弱者」のための働き方ではない。
日本社会において「労働力を最大限に生かす」新しい働き方である。

・豊富な人材
・柔軟な体制
・高いコストパフォーマンス

テレワーク社会の構築には、国・自治体・
教育機関・民間企業が協力しあい、
「教育」「管理」「仕事」の３つの面から、
同時に動き始める必要がある

テレワークマネジメント
を研究、管理者を育成

テレワークで
働くワーカー

の教育

発注先としての
メリットの啓蒙

テレワーク社会の構築
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専任営業

地域型ネットオフィス

受注

地域内で、有能な人材（テレワーカー）を育成し、
テレワークマネジメントで管理することにより、
東京や大阪などの大都市圏から受注できる
企業（ネットオフィス)を実現する

地域型ネットオフィスモデル 新しいテレワークモデルの提案

全国の地域で展開可能
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新しいテレワークモデルの提案

出産～子育て時期の社員で希望者を「ネットオフィス
部門」に配属。家族ごと、地域に滞在・移住することを
可能にする

地域は、空き一軒家の提供など、全面的に
サポートする

社員の｢ワークライフバランス」の推進

企業と地域の
タイアップが

必要！

「家族まるごと短期移住型」テレワーク
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ロングバケーション型テレワーク案

長期休暇を取らずに、家族と一緒に夏休みに長期旅行し、
業務はテレワークで対応

参考
北海道ロングバケーションステイ事業(2006年度)

奈良のむら モニターツアー (2007年度)

テレワークで！

将来的に、地域の活性化(移住) ＆ 次世代育成につながる事業へ・・・

新しいテレワークモデルの提案
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業務単位の報酬算出・人事評価システムの開発

労働力不足時代に向け、労働力を有効活用するための
新しい発想の労務管理システム

時間単位で報酬を決定
人単位で能力を評価

業務単位で報酬を決定
個別業務評価を総合して能力を評価

テレワークが普及すると・・・

従来の
日本の労働基準

労働力活用の効率化

一部の有能な社員が、他の社員の給料を稼ぐ
という発想では生き残れない

発揮している能力に見合った報酬を・・・
能力を発揮できていない人はより努力を・・・

企業の人材活用能力の向上

新しいテレワーク事業への挑戦
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育児休業中の従業員

在宅就労

大企業

再雇用予定者

ＩＴ教育

メンタルサポート

出産・育児・自己啓発・仕事・復帰など

業務全般に役立つ内容 IT関連業務

育児休業中社員のテレワーク支援事業

社員のIT教育

業務委託

大企業では、育児休業を取得している社員が常時300名以上いるところも少なくない。
今後、育児休業取得の期間延長・推進により、この数はさらに増えることが予想される

この期間の戦力喪失を補い、また、スムーズな復帰をテレワークで可能にすることにより、
新しいテレワークサービス事業が可能となる

・テレワークによるＩＴ教育
・テレワークによる在宅就労
・休業中の各種サポート

新しいテレワーク事業への挑戦
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『SINGLE MOTHER'S SOHO』
http://5012.jp/singlemama/

【参考事例】北海道在宅就労支援モデル事業

平成17年度 北海道「在宅就労支援モデル事業」とは
仕事と家庭の両立を実現することができる就業形態と考えられる「在宅就労」により、
母親の職業的自立が図られるかを検証。また、母子家庭の母の就業の機会を創出するため、
研修とコーディネート機能を併せ持ったシステムの有効性についても検証した。

事業概要
（１）モニターの選定
（２）環境整備
（３）研修の実施
（４）在宅就労の実施
（５）モデル事業の評価及び分析

56%
67%

67%

72%

83%

83%

83%
94%
100%

100%

78%

0% 50% 100%

事業で利用したツール

集合研修（札幌）

コーディネート企業のサポート

事業期間中の支援システム

ネット研修の量

ネット研修の内容

就労した実施の内容

事業中に行われたアンケート、ヒアリング

就労で得た報酬

提供された実務の量

モニター同士のコミュニケーション

モニター事業における満足度

北海道 在宅就労支援モデル事業 資料より

参考資料

http://5012.jp/singlemama/
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参考資料

http://telework.blog123.jp/
「テレワーク ブログ」で検索してください

田澤由利のテレワークブログ
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参考資料

「テレワーク 生産性」で検索してください

「テレワーク 労働力」で検索してください

「テレワーク 地域」で検索してください
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